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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月 令和８年３月

売上高 （千円） 5,417,031 5,207,923 4,991,673 4,915,689 4,928,920

経常利益又は経常損失（△） （千円） 121,924 6,830 △180,839 2,030 126,441

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 22,419 3,551 △411,335 17,215 100,436

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000

発行済株式総数 （株） 460,000 460,000 460,000 460,000 460,000

純資産額 （千円） 11,757,291 11,688,431 11,520,588 11,616,163 11,726,214

総資産額 （千円） 13,826,428 14,038,055 13,573,344 13,357,716 13,533,976

１株当たり純資産額 （円） 25,559.33 25,409.63 25,044.76 25,252.53 25,491.77

１株当たり配当額
（円）

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

（内１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり当期純損失金額（△）
（円） 48.74 7.72 △894.21 37.43 218.34

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 85.03 83.26 84.88 86.96 86.64

自己資本利益率 （％） 0.19 0.03 △3.54 0.15 0.86

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 205.18 1,295.31 △11.18 267.20 45.80

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 421,006 509,971 390,598 378,737 535,499

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △542,531 △935,949 △397,256 △485,024 △107,453

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △49,198 △376,065 △377,268 △58,356 △58,512

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 4,017,586 3,215,542 2,831,615 2,666,972 3,036,506

従業員数 （人） 125 124 125 124 120

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、重要性が乏しいので記載しておりません。

３．当会計期間、第66期会計期間、第67期会計期間及び第69期会計期間については、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第68期会計期間の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

４．当社株式は非上場のため、株価収益率は記載しておりません。

５．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますので記載しており

ません。

 

EDINET提出書類

山口放送株式会社(E04393)

有価証券報告書

 2/53



２【沿革】

昭和31年３月 株式会社ラジオ山口創立（本社、徳山市大字久米2944番地の２、授権資本１億円、払込資本金

3,000万円）。

昭和31年４月 ラジオ開局（送信所　徳山市大字久米　ＪＯＰＦ580ｋＨｚ、音声500Ｗ）。

昭和34年10月 テレビ開局（送信所　防府市大平山（高さ631ｍ）ＪＯＰＦ－ＴＶ11ｃｈ、映像１ｋＷ、音声

250Ｗ）。

昭和34年10月 本社を現在地（周南市大字徳山5853の２）へ新築移転。

昭和36年６月 商号を山口放送株式会社に変更。

昭和37年４月 本社に新館増築。

昭和37年11月 資本金を２億３千万円に増資。

昭和42年10月 テレビカラー放送開始。

昭和43年４月 山口放送興産株式会社を設立。

昭和49年１月 ラジオ本局を徳山市大津島1147番地に移転、運用開始。

昭和51年12月 財団法人山口放送環境美化財団を設立。（平成26年4月に公益財団法人山口放送みらい財団に

移行）

昭和53年11月 山口支社ビル完成。

昭和56年６月 授権資本８億円に増額。

昭和56年10月 財団法人山口放送文化事業団を設立。

昭和57年９月 中央幸業株式会社を設立。

昭和59年６月 財団法人華山会を設立。

昭和61年９月 本社に本館完成（鉄骨・鉄筋コンクリート　地下１階地上９階建　延床面積6,764㎡）。

平成11年10月 中央幸業株式会社を解散。

平成14年３月 株式取得により株式会社ケイ・アール・ワイ・プロモーション（平成15年６月商号変更により

ＫＲＹプロモーション）を子会社化。

平成17年１月 本社にデジタル放送センター増築（鉄骨・鉄筋コンクリート　地上２階建　延床面積1,960

㎡）。

平成17年４月 大平山送信所に新局舎・鉄塔完成。

平成18年10月 地上デジタルテレビ放送開始。

平成19年６月 山口放送興産株式会社を解散。

平成23年７月 地上アナログテレビ放送終了。

地上デジタルテレビ放送へ完全移行。

平成23年10月 財団法人山口放送文化事業団と財団法人華山会を解散。

平成27年７月 ＦＭ補完放送「エフエムＫＲＹ」スタート。

平成29年３月 「ＦＭ同期放送システム、送信装置」特許取得（特許第６１００８７１号）

平成29年８月 「ＦＭ同期放送システム、送信装置」特許取得（特許第６１９６２７７号）

令和元年８月 「ＦＭ同期放送測定器ＳＦＮアナライザ」特許取得（特許第６５７７６４６号、

６５７７６４７号、６５７７６４８号、６５７７６５０号）

令和４年６月 「ＦＭ回り込みキャンセラー」特許取得（特許第７０９７５８８号）

令和４年７月 「ＦＭ回り込みキャンセラー」特許取得（特許第７１１３４３７号、７１１３４３８号）

令和４年８月 本社にクリエイティブセンター増築（鉄骨・鉄筋コンクリート　地上２階建　延床面積1,670

㎡）。

令和６年11月 「新ＦＭ伝送方式による同期放送システム」特許取得（特許第７５９５８６３号）
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、子会社１社及び関連会社２社で構成され、ラジオ放送、テレビ放送及び催物の実施を主

な内容とし、更に事業に関連する放送番組の制作、販売、代理店業務等の事業活動を展開しております。

また、主要株主である日本テレビ放送網㈱は当社のキー局であり、同社から放送番組の提供を受けております。

なお、当社は放送事業の単一セグメントのため、セグメントに代えて放送の区分により記載しております。

当社の事業は電波法に基づく放送設備をもってラジオ及びテレビの商業放送を行うことであり、主な業務は「放送

時間の販売」と「番組の制作販売」とであります。

放送番組は一般に放送時間を所定の料金により販売する商業番組と、当社の負担に於いて未販売のまま放送する自

主番組に分けられます。

当事業年度の放送時間比率は次の通りであります。

 ラジオ（％） テレビ（％）

商業番組 66.6 86.8

自主番組 33.4 13.2

計 100.0 100.0

 

（放送時間の販売）

放送時間を５分以上の単位に区分して販売し、この時間に広告主が選択した番組を放送するタイム収入と、番組

と番組との間の60秒以内の短い時間（ステーション・ブレーク）を番組とは切り離して販売し、簡単な商業文（コ

マーシャル・メッセージ）を放送するスポット収入（※）とがあり、この二つを一般に電波料といっております。

（注）※ステーション・ブレーク以外に局が指定する番組の中に短時間挿入するもの（ＰＴスポット）もあります

が、これもスポット収入として扱っております。

（番組の制作販売）

放送する番組自体を制作して、これをスポンサーに販売し、又は自主制作番組として放送するものであり、販売

形式はこれを制作収入として上記の電波料と区分しております。

当社の販売実績の比率は次の通りであります。

区分 ラジオ（％） テレビ（％） 合計（％）

電波料    

タイム収入 62.5 47.5 47.2

スポット収入 25.5 48.7 45.2

計 88.0 96.2 92.4

制作収入 12.0 3.8 4.4

その他※ － － 3.2

合計 100.0 100.0 100.0

（注）※主として催物収入であります。
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事業の系統図は次の通りであります。

 

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は以下の通りであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

当事業年度の当社を取り巻く経営環境は、国内においては雇用・所得環境の改善等により景気の緩やかな回復の兆

しが見られたものの、円安に伴う原材料・エネルギー価格の高騰が続いており、個人消費の伸びを下押しする要因と

なっています。また、国外においては長期化するロシアのウクライナ侵攻、米国政策転換による世界的な影響、中国

経済の停滞、緊迫する中東情勢等、全世界的に先行き不透明な状況が続いています。

そのような状況の中、当社では優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題として更なる経費節減と業務効率化を

推進し経営基盤・財務体質の強化を図ってまいります。加えて、公平公正で正確迅速な情報の提供や健全で質の高い

番組作りに取り組み、放送基準を遵守し、自主・自律による放送倫理マインドの向上に努めてまいります。そして、

聴取者・視聴者の皆様からこれまで以上に愛され、親しまれ、信頼される放送局であり続けるよう、「放送の公共

性」「放送が果たすべく役割」を真剣に考え、全社一丸となって弛まぬ努力をいたします。

また、当社では売上高、経常利益、当期純利益及びテレビ視聴率を経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等として用いています。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取り組みは次の通りであります。

なお、文中の将来に関する事項は当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）ガバナンス

当社では気候変動を含む環境・社会問題を経営上の重要事項として捉え、ＳＤＧｓ推進委員会を令和３年３月に

組織しました。委員会では具体的な取組を協議し、その協議内容は取締役による定例会議及び取締役会へ報告され

ます。

このＳＤＧｓ推進委員会は経営企画局長を委員長とし、取締役４名を含む24名で構成されています。具体的な取

組としては、７回目となるＳＤＧｓを推進するための独自キャンペーン「未来とつながるＷＥＥＫ」を当事業年度

では６月下旬に実施しました。キャンペーンを代表する特別番組としてラジオでは「中四国ライブネット山口発

いざという時の防災力～大雨・台風に備える～」を当社発で中四国のラジオＡＭ社７局にネット放送、テレビでも

「未来とつながる ＷＥＥＫ 」と題して、さわやかモーニング、らいふ、kry news every.の３つの番組で様々な

企画を放送するなど継続的な取組を行っています。また、令和７年から高校生によるアイデアコンテスト「ＳＤＧ

ｓ ＱＵＥＳＴみらい甲子園」山口大会に参画、実行委員会のメンバーとして当社でファイナルセレモニーを実施

するなど、次世代の育成・応援に尽力しています。

その他、平成20年４月に組織したエコプロジェクトは、技術局長を委員長とした13名の委員で構成し、使用電力

の定期報告を行い節電の気運を高める等の活動を行っています。具体的な取り組みとして、令和７年はラジオスタ

ジオの放送場所を一部変更することで空調の使用を抑制するなど節電に努めました。また、令和４年８月に増築し

た新スタジオ棟「クリエイティブセンター」では照明のＬＥＤ化により省電力化を図り、屋上に太陽光発電設備を

新設し新スタジオ棟の電力の一部を賄う等、カーボンニュートラルへの取組を進めています。

当社は国連で採択されたＳＤＧｓの趣旨に賛同し、その達成に向けて取り組みを進めており、国連がＳＤＧｓ達

成のため世界の報道機関に参加をよびかける 「ＳＤＧメディア・コンパクト」 の参加合意書に署名し、令和３年

４月に加盟が承認されました。当社は地域と共に歩む放送局として、これまで以上にラジオ、テレビの放送活動ま

た放送以外の活動を通じて持続可能な社会の実現に向け行動してまいります。

 

(2）戦略（人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針）

当社では人権を尊重し、高い倫理観を持ち、自立的かつ公正な放送にあたる人材を育成することを目的にしてお

り、計画的に多様な仕事を経験させ、当社の将来を担う従業員の育成を図っています。

当社は山口エリアで個人視聴率６年間連続して三冠王を獲得しており、ドキュメンタリー番組制作においても芸

術祭大賞や日本民間放送連盟賞等、数々の賞を受賞する高い制作力を保持しています。これは当社が長年にわたっ

て先輩から後輩へＯＪＴにより制作力の伝承が図られている事例で当社の強みであります。今後につきましても当

社の人材育成の基本はＯＪＴが中心になると考えています。一方で、今後、これを補完・加速さえるための戦略的

アプローチも検討し現場でのリアルな体験を基盤としながら、ＯＦＦ－ＪＴによる知識の体系化やメンタリングを

通じた多角的な支援を両輪として組み込み、属人化を排した「再現性の高い育成モデル」へとアップデートを図り

ます。さらに、信頼される放送人育成を目的として入社後２年目の従業員を対象に日本民間放送連盟主催の放送人

基礎研修への参加や、ハラスメント関連のコンプライアンス研修やSNSとの向き合い方を学ぶ研修も定期的に実施

するなど基本的な取り組みも行っています。

当社ではＳＤＧｓ推進委員会等部署横断的な13の委員会を組織しており、社内の人事交流を通じて優秀な人材の

育成と従業員のモチベーションの向上に努めるとともに、様々な課題解決に全社一丸となって取り組んでいます。
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新卒採用においては直近５年間の女性比率は50％となっており、それ以前５年間の女性比率33％に対して17％プ

ラスとなっています。今後も女性の採用比率拡大を進めることにより人材の多様性を確保してまいります。

また、当社では男女ともに長く勤められる職場環境を整備するため、下記の取り組みを行っています。

・育児短時間勤務の対象者は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員までに拡大し、子育てしやす

い職場環境を整備。

・小学３年生までの子を養育する社員は、始業終業時刻の繰り上げ繰り下げをすることができ、子育てしやすい職

場環境を整備。

・有給休暇取得促進のためにリフレッシュ休暇制度として取得者には手当を支給、連続休暇を取得しやすい環境を

整備。

 

(3）リスク管理

サステナビリティ全般にわたるリスクの抽出や対応策の検討は経営企画局が中心となって行っています。シナリ

オ分析を含めた当社のリスク関連の情報は取締役・監査役に報告され必要に応じて事前予防策の検討や実施の管理

を行います。

詳細は、「第２　事業の状況　３事業等のリスク」、「第４　提出会社の状況　４コーポレート・ガバナンスの

状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要　②リスク管理体制の整備の状況」に記載の通りであります。

 

(4）指標及び目標（人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用

いた目標及び実績）

女性の活躍推進とともに、男女ともに長く勤められる職場環境を整備するため次のように行動計画を策定してい

ます。

 

◇ 計画期間 令和８年４月１日～令和12年３月31日

◇ 内 容　 計画期間中の男性の育児休業取得率100％を目指す

◇ 対 策   令和８年４月～ これまで以上に育休が取りやすい環境整備を促進するため

「育児休業応援手当」を創設

 

 

３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社ではこれらの事項を認識した上で、発生した場合の対応、

業績への影響を最小限にとどめるため最大限の努力を致す所存です。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

１．法的規制等について

当社の行う事業は、電波法や放送法等により法的規制を受けております。

当社は放送事業者として電波法に基づく免許を受け、事業を行っております。

上記法律の改正や新たな法的規制が設けられた場合には、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

今後、上記法律の改正や法的規制に対応するため、エリア内での放送が適切に行われるよう放送設備の定期

的な保守・更新を行い、電波法や放送法等に基づく放送を続けてまいる所存です。

 

２．大規模災害、感染症等について

当社では、地震、台風等の自然災害、また新たな感染症等の発生可能性を認識した上で、放送を継続するた

めに必要な安全対策や早期復旧に向けた対策を事前に講じております。しかしながら、想定を超える大規模な

災害の発生や新型感染症の流行があった場合には、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

現時点においてその影響額を客観的に見積もることは困難なため、当社ではその影響が最小限となるよう対

策を進めてまいります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の

概要は次の通りであります。

①財政状態及び経営成績の状況

当事業年度における我が国の経済は、雇用の改善やインバウンド需要により国内経済活動の正常化が進み景気は堅

調に推移していますが、円安に起因する原材料・エネルギー価格の高騰による物価上昇が個人消費を押し下げる要因

となっています。国外ではウクライナ情勢の長期化や米国の関税対策による世界的な影響、緊迫する中東情勢や中国

経済の先行きの懸念等、依然として不透明な状況が続いています。

そのような状況の中、当事業年度における財政状態は総資産13,533百万円（前事業年度末より176百万円の増

加）、負債1,807百万円（前事業年度末より66百万円の増加）、純資産11,726百万円（前事業年度末より110百万円の

増加）となりました。

当事業年度における経営成績は、売上高はラジオ収入403百万円（前年同期比2.0％減）、テレビ収入4,366百万円

（前年同期比0.4％増）、その他の収入を加えた売上高の合計は4,928百万円（前年同期比0.3％増）となり、経常利

益126百万円（前年同期比6,126.6％増）、当期純利益100百万円（前年同期比483.4％増）となりました。

なお、当社は放送事業の単一セグメントのため、セグメント別の経営成績は記載しておりません。

 

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が535百万円、

投資活動による資金の減少が107百万円、財務活動による資金の減少が58百万円であったことにより、現金及び現金

同等物は前事業年度末に比べ369百万円増加し、当事業年度末には3,036百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローは次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は535百万円（前年同期比41.4％増）となりました。これは

主に、減価償却費が465百万円（前年同期比10.7％減）、税引前当期純利益が123百万円（前年同期比1,630.1％

増）であったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は107百万円（前年同期比77.8％減）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による資金の減少が119百万円（前年同期比69.5％減）、定期預金の預入と払戻の差

額による資金の減少が100百万円(前年同期は無し)であったことに対し、投資有価証券の償還による資金の増加

が100百万円（前年同期は無し）であったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は58百万円（前年同期比0.3％増）となりました。これは

リース債務の返済による資金の減少が12百万円（前年同期と同額）、配当金の支払いによる資金の減少が45百万

円（昨年同期比0.3％増）であったことによるものです。

 

EDINET提出書類

山口放送株式会社(E04393)

有価証券報告書

 8/53



 

③放送及び販売の実績

当社は放送事業の単一セグメントのため、放送の区分により記載しております。

ａ．放送実績

区分

前事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

時間（時間） 比率（％） 時間（時間） 比率（％）

ラジオ放送     

商業番組 5,703 66.2 5,727 66.6

自主番組 2,910 33.8 2,877 33.4

合計 8,613 100.0 8,604 100.0

テレビ放送     

商業番組 7,696 88.1 7,602 86.8

自主番組 1,038 11.9 1,158 13.2

合計 8,734 100.0 8,760 100.0

 

ｂ．販売実績

区分

前事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

金額（千円） 金額（千円）

ラジオ   

タイム収入 263,157 251,979

スポット収入 99,007 102,660

制作収入 49,188 48,373

計 411,352 403,013

テレビ   

タイム収入 2,065,112 2,075,537

スポット収入 2,099,020 2,125,393

制作収入 183,893 165,838

計 4,348,026 4,366,769

その他 156,310 159,136

合計 4,915,689 4,928,920
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（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次の通りであります。

相手先

前事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本テレビ放送網㈱ 1,202,460 24.5 1,182,261 24.0

㈱電通 827,159 16.8 836,251 17.0

㈱博報堂　※ 579,870 11.8 601,463 12.2

※令和７年４月１日より(株)博報堂が継承会社として(株)博報堂ＤＹメディアパートナーズを統合しています。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

また、当社は放送事業の単一セグメントのため、セグメント別の経営成績等の状況に関する分析・検討内容は記

載しておりません。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当事業年度末における財政状態は総資産では、13,533百万円（前事業年度末は13,357百万円）となり、176百万

円増加しました。これは主に、減価償却による有形・無形固定資産等の減少があったものの、現金及び預金等が増

加したためであります。

負債については、1,807百万円（前事業年度末は1,741百万円）となり、66百万円増加しました。これは主に、預

り金や退職給付引当金等の減少があったものの、未払金等が増加したためであります。

純資産については、11,726百万円（前事業年度末は11,616百万円）となり、110百万円増加しました。これは繰

越利益剰余金と評価・換算差額等が増加したためであります。

また、当事業年度末の自己資本比率は前事業年度末より0.32ポイント減少し、86.64％となりました。

当事業年度の経営成績は売上高が4,928百万円（前年同期比0.3％増）となりました。

売上高の大半を占める放送収入ではラジオ収入が403百万円（前年同期比2.0％減）となりました。この主な減収

の要因はラジオスポット収入が増収となったものの、ラジオタイム収入において減収となったことによるもので

す。

テレビ収入は4,366百万円（前年同期比0.4％増）となりました。この主な増収の要因は、制作収入が減収となっ

たものの、テレビタイム・テレビスポット収入が増収となったことによるものです。

その他収入では159百万円（前年同期比1.8％増）となりました。この主な増収の要因は催物収入が増収となった

ことによるものです。

売上原価は2,453百万円（前年同期比4.2％減）、販売費及び一般管理費は2,415百万円（前年同期比0.1％減）と

なり、合計では4,868百万円（前年同期比2.2％減）となりました。

営業利益は60百万円（前年同期は営業損失62百万円）、経常利益は126百万円（前年同期比6,126.6％増）、税引

前当期純利益は123百万円（前年同期比1,630.1％増）、当期純利益は100百万円（前年同期比483.4％増）となりま

した。

当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載

の通りであります。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　４経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（１）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状

況」をご覧ください。

当社では自己資本比率86.6％、固定比率64.4％、流動比率558.4％等の指標が示すように健全な財政状態を維持

しており、運転資金及び設備投資資金を自己資金の範囲内で安定的に賄っております。また、現在のところ重要な

設備投資の予定は特にありません。

なお、当事業年度末における有利子負債のうち借入金は無く、リース債務が27百万円となっており、当事業年度

末における現金及び現金同等物の残高は3,036百万円(前年同期比13.9％増)と前事業年度末に比べ369百万円の増加

となっております。この現金及び現金同等物の増加の主な要因は、税引前当期純利益等による資金の増加によるも

のです。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
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当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成にあたり、資産・負債及び収益・費用の報告数値及び開示に影響を与える見積りや判断を行

う必要があります。これらの判断及び見積りを過去の実績や状況に応じ合理的に行っておりますが、実際の結果は

見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．財務諸表等 (1）財務諸表　注記事項　（重要な会計方針）」

に記載しております。

 

④経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、売上高、経常利益、当期純利益及びテレビ視聴率を経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指

標等として用いております。

当事業年度の売上高は4,928百万円（前年同期比0.3％増）、経常利益は126百万円（前年同期比6,126.6％増）、当

期純利益は100百万円（前年同期比483.4％増）という結果となりました。この主な要因は、不透明な市況の中でもテ

レビ・ラジオの広告出稿に積極的な広告主の取り込みに成功した事と、経費節減に努めた事が要因となっています。

テレビ視聴率では前年と比較すると上昇しており、自社制作番組とキー局からのネット番組により６年連続個人全

体視聴率年度三冠王を獲得することが出来ております。今後も視聴者の皆様から信頼される放送局であり続けるよう

良質な番組制作に取り組み、更なる視聴率アップを目指してまいります。

 

 

５【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資については、主にライブラリーアーカイブシステムハードウエア、沖浦ＤＴＶ放送機、由宇

ＤＴＶ放送機、下関西ＤＴＶ放送機、阿東ＤＴＶ放送機、美東赤郷ＤＴＶ放送機、鹿野ＤＴＶ放送機、光ＤＴＶ放送

機、宇部小野ＤＴＶ放送機、萩大井ＤＴＶ放送機、湯ノ口ＤＴＶ放送機、下松ＤＴＶ放送機、宇部ＤＴＶ放送機、小

郡ＤＴＶ放送機等の更新を行いました。この結果、当事業年度の設備投資額は238百万円になりました。

なお、当事業年度において重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

令和８年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及び

車両運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社

(山口県周南市)
放送設備 1,802,693 114,105

550,396

（35,693）
687,567 282,780 3,437,543 93

大平山テレビ送信所

(山口県防府市)
放送設備 47,643 52,576

－

（1,824）
－ 3 100,223 －

関門テレビ送信所

(山口県下関市)
放送設備 1,760 21,615

－

（－）
－ 63 23,438 －

大津島ラジオ送信所

(山口県周南市)
放送設備 15,383 0

1,633

（8,772）
－ 0 17,016 －

テレビ中継局

(63ヶ所)
放送設備 86,897 210,319

4,636

（11,522）
－ 286 302,139 －

ラジオ中継局

(15ヶ所)
放送設備 191,580 8,176

15,652

（8,601）
－ 33 215,443 －

支社・支局

(東京他５都市)
その他設備 101,042 6,495

181,635

（2,936）
－ 11,296 300,469 27

（注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

なお、当社の設備は全社共通を除き、放送事業に属しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（令和８年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和８年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 460,000 460,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 460,000 460,000 － －

（注）当社の株式の譲渡は、取締役会の承認を得なければ行うことはできない旨を定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

昭和37年11月１日 20 460 10,000 230,000 － －

（注）有償一般募集　20千株

発行価格　　500円

資本組入額　500円
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（５）【所有者別状況】

令和８年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 7 3 1 47 － － 297 355 －

所有株式数

（株）
99,200 35,000 500 214,540 － － 110,760 460,000 －

所有株式数の

割合（％）
21.57 7.61 0.11 46.64 － － 24.08 100.00 －

（注）単元株制度は採用しておりません。

 

（６）【大株主の状況】

  令和８年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋１丁目６番１号 48 10.43

山口県 山口県山口市滝町１の１ 40 8.70

周南市 山口県周南市岐山通１丁目１番地 37 8.00

赤尾知子 山口県周南市 26 5.63

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１番１号 24 5.22

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２番36号 23 5.00

ワイエムリース株式会社 山口県下関市南部町19番７号 19 4.04

ＵＢＥ株式会社 山口県宇部市大字小串1978番地の96 17 3.74

出光興産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 17 3.61

東ソー株式会社 東京都中央区八重洲２丁目２番１号 16 3.48

防府市 山口県防府市寿町７番１号 16 3.48

計 － 282 61.33
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和８年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　460,000 460,000 －

単元未満株式 － － （注）

発行済株式総数 460,000 － －

総株主の議決権 － 460,000 －

（注）単元株制度は採用しておりません。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３【配当政策】

当社は創業以来一貫して株主への利益還元を行うことを経営の重要課題のひとつと考えて事業経営にあたってまい

りました。この方針のもとに、配当につきましては44年連続して、１株当たり年100円を安定配当として実施してき

ております。

当社は期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。この配当の決定機関は株主総

会であります。

当事業年度（令和８年３月期）につきましても１株につき、100円の配当金に決定いたしました。

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の強化並びに、将来の事業展開に役立てることといたしたい所存で

あります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

令和８年６月23日

定時株主総会決議
46,000 100
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社は、企業価値の向上を図るためには、コーポレート・ガバナンスの強化・充実が重要な経営課題であると

認識しております。更なるコーポレート・ガバナンスの強化に向けて、コンプライアンスの徹底、経営の透明性

と健全性の確保に努めてまいります。

 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

当社は内部監査の専門部門を設置しておりませんが、監査役制度を採用しており、業務実施において適正な管理

等を行うとともに、監査役と連携しつつ内部監査等を実施しております。

当社の取締役は９名で構成されており、取締役会において、経営の基本方針並びに経営に関する重要事項につい

て審議し、議決しております。

当社では、取締役会を当事業年度は６回開催しており、監査役も出席し、取締役の職務遂行を監視する等、透明

かつ公正な経営管理体制の構築に努めております。

 

②リスク管理体制の整備の状況

当社はコンプライアンス（法令遵守）に関しても、「山口放送コンプライアンス憲章」、「山口放送放送基準」

や「山口放送取材・放送規範」に加え、「山口放送個人情報保護基本方針」、「山口放送情報セキュリティポリ

シー」、「放送番組の編集に関する基本計画」、「国民保護業務計画」を定めているほか、番組審議会を設置し放

送番組の適正を図る等、放送人としての責任と倫理観を全従業員に徹底させ、社会的使命の遂行にあたっておりま

す。

 

③子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の取締役及び監査役を当社から派遣し、子会社の経営の監視及び業務執行の監査等を行うとともに、子会

社においては、規模・業態に合ったリスク管理体制に取組み、コンプライアンス体制の強化を図り、業績の達成検

証を行い、業績を定期的に報告することにより、業務の適正を確保するための体制を整備しております。

 

④取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

 

⑤取締役の選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらな

いものとする旨定款に定めております。

 

⑥取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を６回開催しており、個々の取締役・監査役の出席状況については次の通り

であります。

役 職 名 氏 名 開 催 回 数 出 席 回 数

代表取締役社長 林 　延 吉 ６回 ６回

常 務 取 締 役 横 道 秀 彦 ６回 ６回

常 務 取 締 役 村 重 理 是 ６回 ６回

取 締 役 久 保 和 成 ６回 ６回

取 締 役 惠 良 勝 治 ６回 ６回

取 締 役 吉 田 啓 之 ６回 ６回

取 締 役 杉 山 美 邦 ６回 ５回

取 締 役 柳 居 俊 学 ６回 １回

取 締 役 藤 井 律 子 ６回 ５回

監 査 役 椋 梨 敬 介 ６回 ６回

監 査 役 武 末 博 明 ６回 ６回
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（注）令和８年６月23日開催の取締役会において代表取締役社長林延吉は代表取締役会長へ、常務取締役横道秀彦は

代表取締役社長へそれぞれ就任しております。

取締役久保和成は令和８年６月23日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任しております。

取締役大中寛史の取締役就任は令和８年６月23日のため、出席回数を記載しておりません。

 

取締役会における具体的な検討内容として、以下の点について審議を行っております。

・第69期決算について

・第69期株主総会議案について

・第70期中間決算について

・第70期決算予想について

・第71期予算編成について

 

上記のほか、取締役会開催毎に担当取締役から当社の営業概況の報告を行っております。

 

（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性10名　女性１名　（役員のうち女性の比率 9.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数（株）

代表取締役会長 林　延吉
昭和30年

９月28日生

昭和54年４月当社入社

（注）

１
1,000

平成12年４月東京支社次長

平成17年６月取締役東京支社長就任

平成22年３月取締役編成業務局長兼福岡支社担当就任

平成23年６月常務取締役総務局長、経営管理局・関連会社担当就任

平成27年６月専務取締役総務・編成業務・関連会社統括就任

令和元年６月代表取締役社長就任

令和２年６月代表取締役社長　全般、関連会社担当就任

令和８年６月代表取締役会長就任（現）

代表取締役社長 横道　秀彦
昭和34年

４月16日生

昭和58年４月当社入社

（注）

１
1,000

平成27年７月総務局長

平成30年６月取締役総務局長兼総務部長就任

令和２年６月取締役総務局長、コンプライアンス・働き方改革担当就任

令和４年６月常務取締役総務局長、コンプライアンス・働き方改革担当就任

令和５年６月

 

常務取締役総務局長兼報道制作局長　コンプライアンス・働き

方改革担当就任

令和６年６月常務取締役経営企画局長、コンプライアンス担当就任

令和６年６月(株)ＫＲＹプロモーション代表取締役社長就任

令和８年６月代表取締役社長就任（現）

令和８年６月(株)ＫＲＹプロモーション取締役就任（現）

常務取締役

メディアビジネス担当
村重　理是

昭和35年

１月31日生

昭和57年４月当社入社

（注）

１
1,000

平成23年７月山口支社長（局長）

平成30年６月取締役山口支社長就任

令和６年６月常務取締役メディアビジネス担当就任

令和６年10月常務取締役メディアビジネス局長就任

令和８年６月常務取締役メディアビジネス担当就任（現）

取締役

ラジオ局長兼

技術局長兼技術部長

惠良　勝治
昭和43年

４月24日生

平成元年４月当社入社

（注）

１
980

令和元年６月技術局長兼技術部長

令和３年６月取締役技術局長兼技術部長就任

令和６年６月取締役ラジオ局長兼技術局長兼技術部長就任（現）

令和８年６月(株)ＫＲＹプロモーション代表取締役社長就任（現）

取締役

東京支社長
吉田　啓之

昭和42年

２月16日生

平成２年４月当社入社
（注）

１
1,000令和２年７月東京支社長（局長）

令和５年６月取締役東京支社長就任（現）

取締役

報道制作局長兼

制作部長

大中　寛史
昭和42年

７月13日生

平成２年４月当社入社
（注）

１
なし令和７年２月メディアビジネス局次長兼コンテンツビジネス部長

令和８年６月取締役報道制作局長兼制作部長就任（現）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数（株）

取締役 杉山　美邦
昭和29年

10月11日生

平成22年６月㈱読売新聞東京本社取締役経理局長就任

（注）

１
なし

令和元年６月日本テレビ放送網㈱取締役就任

令和２年６月

 

日本テレビ放送網㈱代表取締役執行役員グループ推進本部、経

理、海外ビジネス、事業統括就任

令和３年６月日本テレビ放送網㈱代表取締役社長執行役員就任

令和４年６月日本テレビ放送網㈱代表取締役会長執行役員就任（現）

令和４年６月当社取締役就任（現）

取締役 柳居　俊学
昭和25年

１月21日生

平成３年４月山口県議会議員（現）

（注）

１
なし

平成23年５月山口県議会議長就任

平成23年６月当社取締役就任

平成27年４月山口県議会議長退任

平成27年６月当社取締役退任

平成29年２月山口県議会議長就任（現）

平成29年６月当社取締役就任（現）

取締役 藤井　律子
昭和28年

８月７日生

平成15年４月山口県議会議員
（注）

１
なし令和元年５月周南市長就任（現）

令和元年６月当社取締役就任（現）

監査役 椋梨　敬介
昭和45年

４月11日生

平成28年１月㈱山口銀行事業性評価部長

（注）

２
なし

令和元年６月㈱山口フィナンシャルグループ執行役員就任

令和２年６月

 

㈱山口フィナンシャルグループ代表取締役社長グループＣＯＯ

就任

令和３年６月

 

㈱山口フィナンシャルグループ代表取締役社長ＣＥＯ就任

（現）

令和４年６月当社監査役就任（現）

監査役 武末　博明
昭和30年

２月７日生

昭和52年４月当社入社

（注）

２
40

平成22年３月経営管理局長兼経理部長

平成27年２月当社退社

平成28年６月当社監査役就任（現）

   計  6,020

 
（注）１．選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

２．選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで

 

 

（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

当社における監査役監査の組織は監査役２名で構成されております。監査役武末博明は平成２年４月から当社の

経理部に在籍し、定年退職を迎える平成27年２月まで経営管理局長として決算手続き並びに財務諸表の作成等に従

事しておりました。また、監査役椋梨敬介は株式会社山口フィナンシャルグループ代表取締役社長ＣＥＯであり、

会社経営並びに財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

当社では業務実施において適正な内部監査等を行うため監査役と連携し、業務執行の全般にわたって監査役によ

る監視を行っており、監査役２名は当事業年度に開催した６回の取締役会に出席し、取締役の職務遂行を監視して

おります。また、監査役武末博明は週一度開催する取締役による定例会議に出席し、当社の業務及び財務の状況を

日常的に監視しております。

 

 

②内部監査の状況

当社は独立した内部監査部門を設置しておりませんが、監査役及び監査公認会計士の監査による評価・指摘を踏

まえ業務執行が適正に行われるように努めております。また、監査役及び監査公認会計士は定期的に情報交換を行

い、内部監査の相互連携をしております。監査役２名が取締役会に出席すること、また、監査役武末博明が週一度

開催する取締役による定例会議に出席することで取締役の職務遂行を監視しており、併せて監査役はその監査結果

を代表取締役のみならず、取締役会や定例会議で報告しております。その他、必要に応じて弁護士、税理士からも

助言と指導を受けております。
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③会計監査の状況

ａ．監査公認会計士等の名称

朝長慎弥公認会計士事務所

 

ｂ．業務を執行した公認会計士

朝長慎弥

なお、業務を執行した公認会計士の継続監査期間が７会計期間を超えないため、当該継続監査期間の記載を

省略しております。

 

ｃ．監査業務に係る補助者の構成

会計監査業務に係る補助者はおりません。なお、当該事業年度における監査意見表明にあたり他の公認会計

士事務所へ意見審査を依頼しております。

 

ｄ．監査人の選定方針と理由

当社が朝長慎弥氏を選定した理由は、監査人に求められる独立性、専門性及び適切性を有し、当社の会計監

査が適正かつ妥当に行なわれる品質管理体制を備えているものと総合的に判断したためであります。

 

 

④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

4,000 － 4,000 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

該当事項はありません。

 

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

 

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

放送業界を取り巻く環境が劇的に変化する中、当社では、公共の福祉、文化の向上、産業と経済の繁栄に役

立ち、平和な社会の実現に寄与することを使命としています。法令、放送法、社内規定を遵守し、高い視座を

持って、全事業活動に取り組む方針です。具体的な人材戦略としては、人権を尊重し、高い倫理観を持ち、自

立的かつ公正な放送・事業にあたる人材を育成することを目的としています。〔詳細は「サステナビリティに

関する考え方及び取組」の（２）戦略、に記しているため省略〕また、当社における従業員の給与その他の給

付の額及び内容については、あらかじめ取締役会で承認された「給与規程」や「算定基準」の範囲内で行い、

会社全体の業績に基づき当社代表取締役社長が最終決裁をし、取締役会に報告し、決定しています。

 

 

（２）【従業員の状況】

①提出会社の状況

令和８年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

120 46.5 20.7 8,043,172 △0.4

（注）１．従業員数は使用人兼務役員及び出向者を除いております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は放送事業の単一セグメントのため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。

 

②労働組合の状況

現在、当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であり、特に記載すべき事項はありませ

ん。

 

③管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の

　差異

当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（令和７年４月１日から令和８年３月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士朝長慎弥氏による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

資産基準　　　　　　 0.6％

売上高基準　　　　　 0.2％

利益基準　　　　　　12.2％

利益剰余金基準　　　 0.8％

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、日本民間放送連盟

主催の研修会等に定期的に参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,866,972 4,336,506

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 1,555,422 ※１ 1,550,707

貯蔵品 20,563 19,757

前払費用 10,181 6,101

その他 75,009 73,412

貸倒引当金 △466 △465

流動資産合計 5,527,683 5,986,021

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,433,247 4,433,680

減価償却累計額 △2,381,269 △2,453,977

建物（純額） 2,051,977 1,979,703

構築物 ※２ 1,671,676 ※２ 1,671,676

減価償却累計額 △1,351,346 △1,400,271

構築物（純額） 320,329 271,404

機械及び装置 4,736,982 4,828,301

減価償却累計額 △4,327,317 △4,423,401

機械及び装置（純額） 409,664 404,900

車両運搬具 172,877 172,877

減価償却累計額 △159,157 △164,489

車両運搬具（純額） 13,720 8,388

工具、器具及び備品 534,137 618,284

減価償却累計額 △305,041 △323,820

工具、器具及び備品（純額） 229,095 294,463

土地 1,128,495 1,128,495

リース資産 1,496,891 1,470,294

減価償却累計額 △657,571 △782,726

リース資産（純額） 839,320 687,567

有形固定資産合計 4,992,603 4,774,923

無形固定資産   

ソフトウエア 18,373 9,493

その他 7,308 7,308

無形固定資産合計 25,682 16,801

投資その他の資産   

投資有価証券 2,549,296 2,527,077

関係会社株式 17,384 17,384

長期前払費用 2,958 －

繰延税金資産 92,904 67,615

その他 156,852 150,002

貸倒引当金 △7,650 △5,850

投資その他の資産合計 2,811,747 2,756,229

固定資産合計 7,830,033 7,547,954

資産合計 13,357,716 13,533,976

 

EDINET提出書類

山口放送株式会社(E04393)

有価証券報告書

22/53



 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 104,615 101,820

リース債務 12,646 12,646

未払金 273,661 411,185

未払費用 52,302 48,984

未払代理店手数料 289,534 287,768

預り金 72,213 32,075

賞与引当金 111,050 108,817

役員賞与引当金 2,000 11,500

未払消費税等 35,598 22,260

未払法人税等 10,658 21,175

前受金 ※３ 10,669 ※３ 13,622

その他 402 220

流動負債合計 975,352 1,072,075

固定負債   

リース債務 27,558 14,912

退職給付引当金 590,657 546,177

役員退職慰労引当金 147,985 168,925

環境対策引当金 － 5,671

固定負債合計 766,200 735,685

負債合計 1,741,552 1,807,761

純資産の部   

株主資本   

資本金 230,000 230,000

利益剰余金   

利益準備金 57,500 57,500

その他利益剰余金   

特別積立金 1,800,000 1,800,000

別途積立金 8,700,000 8,700,000

繰越利益剰余金 407,032 461,469

利益剰余金合計 10,964,532 11,018,969

株主資本合計 11,194,532 11,248,969

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 421,631 477,245

評価・換算差額等合計 421,631 477,245

純資産合計 11,616,163 11,726,214

負債純資産合計 13,357,716 13,533,976
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
　至　令和８年３月31日)

売上高   

ラジオ収入 411,352 403,013

テレビ収入 4,348,026 4,366,769

その他の収入 156,310 159,136

売上高合計 4,915,689 4,928,920

売上原価 ※１ 2,561,164 ※１ 2,453,422

売上総利益 2,354,525 2,475,498

販売費及び一般管理費   

販売費 ※２ 1,683,679 ※２ 1,693,957

一般管理費 ※３ 733,208 ※３ 721,306

販売費及び一般管理費合計 2,416,887 2,415,263

営業利益又は営業損失（△） △62,361 60,234

営業外収益   

受取利息 17,234 20,648

受取配当金 25,389 27,928

雑収入 ※４ 21,768 ※４ 17,629

営業外収益合計 64,392 66,207

経常利益 2,030 126,441

特別利益   

固定資産売却益 ※５ 830 －

投資有価証券売却益 11,913 760

その他 － ※６ 2,318

特別利益合計 12,744 3,078

特別損失   

固定資産除却損 ※７ 385 ※７ 207

固定資産売却損 ※８ 7,127 －

環境対策引当金繰入額 － 5,671

その他 115 －

特別損失合計 7,628 5,879

税引前当期純利益 7,146 123,640

法人税、住民税及び事業税 2,218 22,279

法人税等調整額 △12,287 925

法人税等合計 △10,069 23,204

当期純利益 17,215 100,436
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計
 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 特別積立金 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 230,000 57,500 1,800,000 8,700,000 435,817 10,993,317 11,223,317

当期変動額        

剰余金の配当     △46,000 △46,000 △46,000

当期純利益     17,215 17,215 17,215

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － △28,784 △28,784 △28,784

当期末残高 230,000 57,500 1,800,000 8,700,000 407,032 10,964,532 11,194,532

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 297,270 297,270 11,520,588

当期変動額    

剰余金の配当   △46,000

当期純利益   17,215

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

124,360 124,360 124,360

当期変動額合計 124,360 124,360 95,575

当期末残高 421,631 421,631 11,616,163
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当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計
 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 特別積立金 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 230,000 57,500 1,800,000 8,700,000 407,032 10,964,532 11,194,532

当期変動額        

剰余金の配当     △46,000 △46,000 △46,000

当期純利益     100,436 100,436 100,436

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － 54,436 54,436 54,436

当期末残高 230,000 57,500 1,800,000 8,700,000 461,469 11,018,969 11,248,969

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 421,631 421,631 11,616,163

当期変動額    

剰余金の配当   △46,000

当期純利益   100,436

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

55,614 55,614 55,614

当期変動額合計 55,614 55,614 110,050

当期末残高 477,245 477,245 11,726,214
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
　至　令和８年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 7,146 123,640

減価償却費 521,003 465,168

受取利息及び受取配当金 △42,623 △48,577

固定資産売却損益（△は益） 6,296 －

固定資産除却損 385 207

投資有価証券売却損益（△は益） △11,913 △760

売上債権の増減額（△は増加） 15,938 7,605

仕入債務の増減額（△は減少） △31,793 △2,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,018 △2,233

退職給付引当金の増減額（△は減少） △65,867 △44,479

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18,422 20,940

その他 △71,214 △37,065

小計 339,761 482,446

利息及び配当金の受取額 42,623 48,577

法人税等の支払額 △9,179 △2,351

法人税等の還付額 5,531 6,827

営業活動によるキャッシュ・フロー 378,737 535,499

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200,000 △2,500,000

定期預金の払戻による収入 1,200,000 2,400,000

有形固定資産の取得による支出 △389,691 △119,042

有形固定資産の売却による収入 3,799 －

無形固定資産の取得による支出 △959 △14

投資有価証券の取得による支出 △134,159 －

投資有価証券の売却による収入 35,584 850

投資有価証券の償還による収入 － 100,000

その他 401 10,753

投資活動によるキャッシュ・フロー △485,024 △107,453

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △12,646 △12,646

配当金の支払額 △45,710 △45,866

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,356 △58,512

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △164,642 369,533

現金及び現金同等物の期首残高 2,831,615 2,666,972

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,666,972 ※１ 3,036,506
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(3）その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

②市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

実地棚卸による最終仕入原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物並びに平成28年４月１日以降に取得した構築物につい

ては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物 ２～65年

機械及び装置、車両運搬具及び

工具、器具及び備品

２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上することとしております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、簡便法に

より計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上することとしております。

(6）環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分等に関わる支出に備えるため、その合理的な見積額に基づき計上しておりま

す。

５．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益

を認識する通常の時点）は以下の通りであります。なお、当社は放送事業の単一セグメントで主な事業は電波法に

基づく放送設備をもってラジオ及びテレビの商業放送を行う事であり、主な業務は「放送時間の販売」と「番組の

制作販売」であります。

(1）放送時間の販売

放送時間を５分以上の単位に区分して販売し、この時間に広告主が選択した番組を放送するタイム収入と、番組

内や番組と番組の間の放送枠等でコマーシャル・メッセージを放送するスポット収入を合せて電波料収入として計

上しております。いずれの収入も番組やコマーシャル・メッセージを放送した時点で収益を認識しております。

 

(2）番組の制作販売

主に自社制作番組として放送する番組自体を制作するもので、上記の電波料収入とは区分して販売し、制作収入

として計上しております。これは自社制作番組として放送した時点で収益を認識しております。
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６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 

 

（貸借対照表関係）

※１　受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下の通りであります。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

受取手形 87,518千円 80,900千円

売掛金 1,467,903千円 1,469,807千円

 

※２　圧縮記帳

取得価額から控除された国庫補助金の受入による圧縮記帳累計額は、次の通りであります。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

構築物 11,999千円 11,999千円

 

※３　前受金に含まれる契約負債の金額は次の通りであります。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

契約負債 10,669千円 13,622千円
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（損益計算書関係）

※１　売上原価の内容は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

人件費 713,077千円 675,447千円

番組編成費 653,304千円 650,546千円

番組制作費 564,337千円 555,480千円

運転保守費 129,550千円 125,459千円

減価償却費 449,654千円 395,832千円

その他 51,239千円 50,656千円

 

※２　販売費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
　前事業年度

（自　令和６年４月１日
　　至　令和７年３月31日）

　当事業年度
（自　令和７年４月１日
　　至　令和８年３月31日）

給料手当 294,802千円 310,865千円

賞与引当金繰入額 41,097千円 43,336千円

退職給付費用 31,540千円 33,259千円

代理店手数料 903,077千円 908,025千円

減価償却費 11,089千円 11,966千円

 

※３　一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
　前事業年度

（自　令和６年４月１日
　　至　令和７年３月31日）

　当事業年度
（自　令和７年４月１日
　　至　令和８年３月31日）

役員賞与引当金繰入額 2,000千円 11,500千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,422千円 20,940千円

賞与引当金繰入額 10,492千円 10,834千円

退職給付費用 8,052千円 8,314千円

減価償却費 60,258千円 57,369千円

 

※４　雑収入の主な内容は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

日本テレビジョン放送著作権協会分配金 9,826千円 9,837千円

 

※５　固定資産売却益の内容は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

建物 780千円 －

車両運搬具 50千円 －

計 830千円 －

 

※６　その他の主な内容は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

ゴルフ会員権売却益 － 1,818千円

固定資産受贈益 － 500千円

※７　固定資産除却損の内容は次の通りであります。
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前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

建物 － 207千円

車両運搬具 0千円 －

機械及び装置 55千円 0千円

工具、器具及び備品 0千円 0千円

設備撤去費用 330千円 －

計 385千円 207千円

 

※８　固定資産売却損の内容は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

土地 7,127千円 －

 
 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 460,000 － － 460,000

合計 460,000 － － 460,000

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和６年６月25日

定時株主総会
普通株式 46,000 100 令和６年３月31日 令和６年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月24日

定時株主総会
普通株式 46,000 利益剰余金 100 令和７年３月31日 令和７年６月25日

 

 

当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 460,000 － － 460,000

合計 460,000 － － 460,000
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月24日

定時株主総会
普通株式 46,000 100 令和７年３月31日 令和７年６月25日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和８年６月23日

定時株主総会
普通株式 46,000 利益剰余金 100 令和８年３月31日 令和８年６月24日

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日）

当事業年度
（自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日）

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える定期預金

3,866,972千円

△1,200,000千円

4,336,506千円

△1,300,000千円

現金及び現金同等物 2,666,972千円 3,036,506千円

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

有形固定資産

放送事業における放送設備（機械及び装置）であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載の通りであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は事業活動に必要な資金は自己資金を充当しており、借入等は行っておりません。余資は、短期的な預

金等で運用しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、その他有価

証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等によ

り流動性リスクを管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

前事業年度（令和７年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

満期保有目的の債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 1,002,108 958,140 △43,968

その他有価証券 1,131,840 1,131,840 －

資産計 2,133,948 2,089,980 △43,968

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

満期保有目的の債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 900,000 850,360 △49,640

その他有価証券 1,211,818 1,211,818 －

資産計 2,111,818 2,062,178 △49,640

(*1）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の

通りであります。

区分 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

非上場株式 415,348 415,258

関係会社株式 17,384 17,384
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（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（令和７年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 3,866,972 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 1,555,422 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － 300,000 500,000 202,108

合計 5,422,394 300,000 500,000 202,108

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 4,336,506 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 1,550,707 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － 800,000 － 100,000

合計 5,887,214 800,000 － 100,000

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和７年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 1,131,840 － － 1,131,840

資産計 1,131,840 － － 1,131,840

 

当事業年度（令和８年３月31日）
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 1,211,818 － － 1,211,818

資産計 1,211,818 － － 1,211,818

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和７年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

国債・地方債等 － － － －

社債 － 958,140 － 958,140

その他 － － － －

資産計 － 958,140 － 958,140

 

当事業年度（令和８年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

国債・地方債等 － － － －

社債 － 850,360 － 850,360

その他 － － － －

資産計 － 850,360 － 850,360

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。当社が所有している上場株式は活発

な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社

債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時

価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前事業年度（令和７年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

(１）国債・地方債等 － － －

(２）社債 100,000 101,580 1,580

(３）その他 － － －

小計 100,000 101,580 1,580

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

(１）国債・地方債等 － － －

(２）社債 902,108 856,560 △45,548

(３）その他 － － －

小計 902,108 856,560 △45,548

合計 1,002,108 958,140 △43,968

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

(１）国債・地方債等 － － －

(２）社債 100,000 101,300 1,300

(３）その他 － － －

小計 100,000 101,300 1,300

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

(１）国債・地方債等 － － －

(２）社債 800,000 749,060 △50,940

(３）その他 － － －

小計 800,000 749,060 △50,940

合計 900,000 850,360 △49,640

 

２．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式(前事業年度の貸借対照表計上額及び当事業年度の貸借対照表計上額　子会社

株式10,000千円、関連会社株式7,384千円）は、市場価格のない株式等のため、記載しておりません。
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３．その他有価証券

前事業年度（令和７年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1）株式 1,100,456 487,182 613,273

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,100,456 487,182 613,273

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1）株式 31,384 32,000 △616

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 31,384 32,000 △616

合計 1,131,840 519,182 612,657

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1）株式 1,165,224 470,982 694,241

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,165,224 470,982 694,241

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1）株式 46,594 48,200 △1,606

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 46,594 48,200 △1,606

合計 1,211,818 519,182 692,635

（注）非上場株式（前事業年度の貸借対照表計上額　415,348千円及び当事業年度の貸借対照表計上額　415,258千円）

については、市場価格のない株式等のため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
 

４．売却したその他有価証券

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 35,584 11,913 －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 35,584 11,913 －
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当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 850 760 －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 850 760 －

 

５．減損処理を行った有価証券

前事業年度において、有価証券について115千円（その他有価証券　市場価格のない株式等の株式115千円）
減損処理を行っております。

当事業年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券で市場価格のない株式等は、当該株式の発行会社の財政状況
の悪化等により実質価格が取得原価に比べ50％以上低下した場合には、原則として減損処理を行っておりま
す。

 

 

EDINET提出書類

山口放送株式会社(E04393)

有価証券報告書

38/53



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しており、退職一時

金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

当社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算

しております。

当社は、総合設立型の企業年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的

に計算することができない制度については、要拠出額を退職給付費用として処理しております。

複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、前事業年度30,583千円、当事業年度28,423千円であります。

なお、複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 前事業年度 当事業年度
 （令和７年３月31日） （令和８年３月31日）

年金資産の額 36,269,572千円 36,202,085千円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
44,105,735 43,307,138

差引額 △7,836,163 △7,105,052

(2）制度全体に占める当社の給与総額割合

前事業年度　1.4％　（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

当事業年度　1.4％　（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

(3）補足説明

上記(1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前事業年度7,184,044千円、当事業年度

6,800,383千円）であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は第一年金が期間７年６月、第二年金が期間４年８月の元利均等償却で

あります。

なお、上記(2）の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 656,524千円 590,657千円

退職給付費用 54,283 87,661 

退職給付の支払額 △86,583 △84,619 

制度への拠出額 △33,567 △47,521 

退職給付引当金の期末残高 590,657 546,177 

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,378,882千円 1,370,611千円

年金資産 △1,540,003 △1,558,828 

 △161,121 △188,216 

非積立型制度の退職給付債務 751,778 734,394 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 590,657 546,177 

     

退職給付引当金 590,657 546,177 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 590,657 546,177 

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 54,283千円 当事業年度 87,661千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和７年３月31日）

 
当事業年度

（令和８年３月31日）

繰延税金資産 （単位：千円） （単位：千円）

未払事業税 2,533   2,923  

退職給付引当金 185,466   171,499  

役員退職慰労引当金 46,467   53,042  

賞与引当金 66,576   68,111  

その他 196,435   176,593  

繰延税金資産小計 497,478   472,170  

評価性引当額 △213,547   △189,164  

繰延税金資産合計 283,931   283,005  

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △191,026   △215,390  

繰延税金負債合計 △191,026   △215,390  

繰延税金資産の純額 92,904   67,615  

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（令和７年３月31日）

 
当事業年度

（令和８年３月31日）

 （％） （％）

法定実効税率 30.5   30.5  

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 145.2   8.7  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △23.9   △1.6  

住民税均等割等 32.9   1.9  

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △85.9   －  

その他 △239.7   △20.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △140.9   18.8  

 

 

（持分法損益等）

損益及び利益剰余金等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は放送事業の単一セグメントで顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下の通りであります。

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

 

報告セグメント

合計（千円）放送事業

ラジオ（千円） テレビ（千円） その他（千円）

電波料収入 362,164 4,164,133 － 4,526,297

制作収入 49,188 183,893 － 233,081

その他 － － 156,310 156,310

顧客との契約から生じる収益 411,352 4,348,026 156,310 4,915,689

外部顧客への売上高 411,352 4,348,026 156,310 4,915,689

 

当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

 

報告セグメント

合計（千円）放送事業

ラジオ（千円） テレビ（千円） その他（千円）

電波料収入 354,640 4,200,931 － 4,555,571

制作収入 48,373 165,838 － 214,212

その他 － － 159,136 159,136

顧客との契約から生じる収益 403,013 4,366,769 159,136 4,928,920

外部顧客への売上高 403,013 4,366,769 159,136 4,928,920

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「第５　経理の状況　１．財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項　（重要な会計方針）５．収益及び費用

の計上基準」に記載の通りであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情

報

重要性がないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）及び当事業年度（自　令和７年４月１日

至　令和８年３月31日）

当社は、放送事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の氏名又は名称 売上高（千円） 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 1,202,460 放送事業

㈱電通 827,159 放送事業

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 579,870 放送事業

 

当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の氏名又は名称 売上高（千円） 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 1,182,261 放送事業

㈱電通 836,251 放送事業

㈱博報堂　※ 601,463 放送事業

※令和７年４月１日より(株)博報堂が継承会社として(株)博報堂ＤＹメディアパートナーズを

統合しています。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主
日本テレビ放

送網㈱

東京都

港区
6,000

民間放送

業

(被所有)

直接

10.43

主たる放送番

組の提供元

（キー局）

役員の兼任

放送収入 1,202,460 売掛金 344,675

 

当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主
日本テレビ放

送網㈱

東京都

港区
6,000

民間放送

業

(被所有)

直接

10.43

主たる放送番

組の提供元

（キー局）

役員の兼任

放送収入 1,182,261 売掛金 335,804

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等については、ネットワーク加盟各社間の協議により、毎期交渉のうえ決

定しております。

 

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前事業年度
（自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日）

当事業年度
（自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日）

１株当たり純資産額 25,252.53円 25,491.77円

１株当たり当期純利益金額 37.43円 218.34円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前事業年度

（自 令和６年４月１日
至 令和７年３月31日）

当事業年度
（自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日）

当期純利益金額（千円） 17,215 100,436

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 17,215 100,436

普通株式の期中平均株式数（株） 460,000 460,000

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価

証券

その他

有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

日本テレビホールディングス㈱ 283,000 893,431

㈱西京銀行（優先株） 200,000 200,000

㈱山口フィナンシャルグループ 60,000 144,390

㈱西京銀行 200,000 86,867

㈱リテールパートナーズ 47,513 59,723

東京瓦斯㈱ 6,180 45,837

山口朝日放送㈱ 900 45,000

㈱シティーケーブル周南 780 39,000

ソフトバンク社債型種類株式 4,000 30,400

㈱エフエム山口 556 27,800

㈱電通グループ 6,000 16,194

日本化学工業㈱ 4,000 11,280

Ｋビジョン㈱ 200 10,000

㈱ＷＯＷＯＷ 6,800 8,459

テレビ山口㈱ 8,000 4,000

女性創業応援やまぐち㈱ 48 2,400

象印マホービン㈱ 1,000 1,666

その他（５銘柄） 500 628

計 829,477 1,627,077

 

【債券】

投資有価

証券

満期保有

目的の債

券

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

広島県・広島市折半保証第20回広島高速道

路債券
500,000 500,000

ソフトバンクグループ株式会社第４回無担

保社債
300,000 300,000

ソフトバンクグループ株式会社第６回利払

繰延条項・期限前償還条項付無担保社債
100,000 100,000

計 900,000 900,000
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 4,433,247 760 326 4,433,680 2,453,977 73,152 1,979,703

構築物
1,671,676

(11,999)
－ －

1,671,676

(11,999)
1,400,271 48,924 271,404

機械及び装置 4,736,982 151,985 60,665 4,828,301 4,423,401 156,749 404,900

車両運搬具 172,877 － － 172,877 164,489 5,332 8,388

工具、器具及び備品 534,137 84,816 669 618,284 323,820 19,448 294,463

土地 1,128,495 － － 1,128,495 － － 1,128,495

リース資産 1,496,891 － 26,596 1,470,294 782,726 151,752 687,567

建設仮勘定 － 2,964 2,964 － － － －

有形固定資産計
14,174,308

(11,999)
240,525 91,222

14,323,611

(11,999)
9,548,687 455,359 4,774,923

無形固定資産        

ソフトウエア 209,697 1,254 － 210,951 201,458 10,134 9,493

その他 53,067 － － 53,067 45,758 － 7,308

無形固定資産計 262,764 1,254 － 264,018 247,216 10,134 16,801

長期前払費用 2,958 － 2,958 － － － －

 

（注）１．当期増加額のうち主なものは次の通りであります。

機械及び装置 増加額（千円）

ライブラリーアーカイブシステムハードウエア 18,378

沖浦ＤＴＶ放送機 12,396

由宇ＤＴＶ放送機 10,560

下関西ＤＴＶ放送機 8,960

阿東ＤＴＶ放送機 8,910

美東赤郷ＤＴＶ放送機 8,619

鹿野ＤＴＶ放送機 8,614

光ＤＴＶ放送機 8,560

宇部小野ＤＴＶ放送機 8,514

萩大井ＤＴＶ放送機 8,474

湯ノ口ＤＴＶ放送機 8,369

下松ＤＴＶ放送機 7,910

宇部ＤＴＶ放送機 7,630

小郡ＤＴＶ放送機 7,630

 

２．「当期首残高」及び「当期末残高」欄の（　）内は、国庫補助金により取得価額から控除している圧縮記帳

額であります。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末におけるリース債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における負

債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の規定により記載を省略しておりま

す。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 8,116 465 1,800 466 6,315

賞与引当金 111,050 108,817 111,050 － 108,817

役員賞与引当金 2,000 11,500 2,000 － 11,500

役員退職慰労引当金 147,985 20,940 － － 168,925

環境対策引当金 － 5,671 － － 5,671

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 2,782

預金  

普通預金 3,033,724

定期預金 1,300,000

小計 4,333,724

合計 4,336,506

 

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ＫＲＹコミュニケーションズ 41,500

㈱ケイ・アール・ワイ・サービスステーション 39,400

合計 80,900

 

決済期日別内訳

期日 令和８年４月 ５月 ６月 合計

金額（千円） 24,600 25,200 31,100 80,900

 

③　売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱電通 417,473

日本テレビ放送網㈱ 335,804

㈱博報堂　※ 294,056

㈱ＫＲＹコミュニケーションズ 83,925

㈱ケイ・アール・ワイ・サービスステーション 72,272

その他 266,274

合計 1,469,807

※令和７年４月１日より(株)博報堂が継承会社として(株)博報堂ＤＹメディアパートナーズを統合しています。

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 平均滞留日数（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A)＋(B)

　

 

365÷
(B)

((A)＋(D))×1/2
　

1,467,903 4,894,640 4,892,736 1,469,807 76.9 109.5
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④　貯蔵品

貯蔵品は19,757千円であり、主に記念品であります。

 

⑤　買掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日本テレビ放送網㈱ 59,589

讀賣テレビ放送㈱ 23,703

㈱テレビ東京 8,504

㈱フジクリエイティブコーポレーション 1,641

㈱ニッポン放送 1,122

その他 7,259

合計 101,820

 

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券の４種類

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換え  

取扱場所
山口県周南市大字徳山5853の２

山口放送株式会社総務部

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当なし

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

買取手数料 該当なし

公告掲載方法 福岡市において発行する読売新聞

株主に対する特典 該当なし

（注）１．当社は定款の規定をもって株式の譲渡制限を行っております。

２．単元株制度を採用していないので、１単元の株数を定めておりません。

３．当社は会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行いません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第69期）（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）令和７年６月30日 中国財務局長に提出

(2）半期報告書

（第70期中）（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）令和７年12月23日 中国財務局長に提出

(3）有価証券報告書の訂正報告書

令和７年８月22日中国財務局長に提出

事業年度（第69期）（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  令和８年６月23日

山口放送株式会社   

取締役会　御中   

 

  朝長慎弥公認会計士事務所

  　広島県広島市

  公認会計士 朝 長　慎 弥

 

監査意見

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている山

口放送株式会社の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山口放送株式会

社の令和８年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における私の責

任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ

て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

私の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記載内容に対して意見

を表明するものではない。

財務諸表監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財務諸表

又は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に

その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。

その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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